
No 種別 質問 回答

１．事業者指定について

１－１．訪問型サービスの事業者指定について

1 共通

北区の利用者が３名（要支援２名、要介護１）いる。指定申請は必
要性か。

要支援者に対する訪問介護および通所介護サービスについては、総合事業の訪問型・通所型サービス（Ａ３・Ａ
７）としての事業者指定の申請を行わない場合はサービス提供ができなくなります。
これまで同様に訪問介護、通所介護（地域密着型含む）との一体的運営が可能です（いきいき生活援助サービスを
除きます）。
区としては、区独自訪問型サービスの指定申請をお願いいたします。
なお、要介護の方については区分変更等により、もし要支援になった際には同様に総合事業の訪問型・通所型サー
ビスを提供することとなります。

2 訪問
「予防訪問サービス」と「いきいき生活援助サービス」を同時に指
定申請をする必要性について。
どちらか一方だけの指定申請は可能か。

どちらか一方だけの指定申請も可能です。従前相当のサービスである「予防訪問サービス」を先に申請し、改め
て、「いきいき生活援助サービス」の提供体制が整った際に同サービスの指定申請をしていただいても構いませ
ん。

3 訪問
「いきいき生活援助サービス」の訪問事業責任者の資格要件につい
て。（ケアマネは入るかなど）

訪問事業責任者の資格要件は「介護福祉士、介護職員初任者研修修了者（介護職員実務者研修修了者、介護職員基
礎研修修了者、ヘルパー１級・２級修了者を含む）、看護師、准看護師、保健師」です。

4 訪問

「いきいき生活援助サービス」の訪問事業責任者はサービス提供責
任者との兼務は可能か。

訪問介護・予防訪問サービス事業者が「いきいき生活援助サービス」を一体的に運営している場合、サービス提供
責任者は訪問事業責任者を兼務することができます。
ただし、その場合においても、「いきいき生活援助サービス」に従事した時間は常勤換算の時間に算入することは
できません。
また、訪問事業責任者を兼務する場合、「いきいき生活援助サービス」の利用者は1/2として換算が可能です。

5 訪問

①生活援助員は”常勤”とする必要性について。

②訪問事業責任者は初任者研修修了者である必要性について。ヘル
パー２級では資格要件にはなるか。

①常勤である必要はなく、かつ勤務時間も常勤換算１人以上である必要もありません。サービス提供に必要な時間
の配置とします。また、兼務も可能です。

②訪問事業責任者の資格要件は「介護福祉士、介護職員初任者研修修了者（介護職員実務者研修修了者、介護職員
基礎研修修了者、ヘルパー１級・２級修了者を含む）、看護師、准看護師、保健師」となりますので、ヘルパー２
級の方も含みます。

6 訪問 訪問事業責任者の利用者上限について。 訪問事業責任者が担当できる利用者数の上限は特に規定していません。サービスの質を確保できるよう必要数を配
置してください。

１－２．通所型サービスの事業者指定について

1 共通

北区利用者が３名（要支援２名、要介護１名）いる。指定申請しな
い場合どうなるか。

要支援者に対する訪問介護および通所介護サービスについては、総合事業の訪問型・通所型サービス（Ａ３・Ａ
７）としての事業者指定の申請を行わない場合はサービス提供ができなくなります。
総合事業の訪問型・通所型サービスの人員配置基準等は現行と変わりませんので、これまで同様に訪問介護、通所
介護（地域密着型含む）との一体的運営が可能です（いきいき生活援助サービスを除きます）。
区としては、区独自訪問型サービスの指定申請をお願いいたします。要介護の方については区分変更等により、も
し要支援になった際には同様に総合事業の訪問型・通所型サービスを提供することとなります。

2 通所
機能訓練指導員は、看護師が兼任出来るか。 人員配置基準については、現行の通所介護（地域密着型含む）と同基準としています。人員配置基準を満たしかつ

支障がない限りにおいて、看護職員が機能訓練指導員を兼務可能です。

3 通所
介護職員と機能訓練指導員が兼任出来るか。 人員配置基準については、現行の通所介護（地域密着型含む）と同基準としています。人員配置基準を満たしかつ

支障がない限りにおいて、機能訓練指導員が介護職員を兼務可能です（資格のない介護職員が機能訓練指導員を兼
務することが可能と言う意味ではありません。）。

4 通所

区独自通所型サービスの定員と通所介護の定員について。通所介護
２０名で都に指定申請しており、区独自通所型サービスの定員が５
名の場合、その５名が要介護または要支援の変更の際に定員変更が
必要か。

予防通所サービスを、通所介護（地域密着型通所介護含む）と一体的に運営する場合、これら全ての利用者を含め
た人数を定員としてください（ご質問のケースでは、定員２０名となります）。
従いまして、利用者の内訳が変更となっても、定員変更の届けを提出いただく必要はありません。

１－３．ケアマネジメントについて

1 訪問 北区独自（訪問型）サービスにおける担当ケアマネ報酬は変更ない
か。

今回の変更は、訪問及び通所サービスのみの変更となります。従いまして、北区独自サービスに係るケアマネジメ
ントの報酬は現行と変更ありません。

２－１．サービスの利用について（共通）

1 共通

週１回プラン（火曜日）で、火曜日が合計４回ある月の場合で、上
限回数５回まで利用しても良いか。

週１回プランの場合5回を上限、週２回プランの場合１０回を上限としていますが、これは５週ある月のために設
定したそれぞれの上限です。
例えば、火曜日が合計で４回ある月について、５回まで利用可としたものではありません。
従いまして、本設問の場合では、４回までしかご利用いただけません。（週２回プランでも同様の考え方です。）

2 共通

北区の方がＡ市の娘宅に住み、A市の総合事業を利用することは可
能か。可能な場合、書類や報酬額は北区の内容になるのか。

北区の住民（住民票＝北区）がＡ市に居住してサービスを受ける場合は、区内に居住する北区の住民と同様に、北
区の書類及び報酬額（サービスコード）でサービスを利用することになります。
なお、利用するサービス事業所は、別途北区の事業所指定を受ける必要がある点にご注意ください。

3 共通
北区の方がＡ市のケアハウスに入居し、住所地特例になった場合
は、Ａ市の総合事業の内容における書類作成、報酬額で利用が可能
か。

住所地特例者（住民票＝他自治体、保険者＝北区）は、保険者である北区のサービスではなく、施設所在地である
Ａ市の総合事業を利用します。従って、Ａ市の書類、報酬額（サービスコード）を利用することとなります。

２－２．訪問型サービスの利用について

1 訪問 「いきいき生活援助サービス」に処遇改善加算はないのか。 「いきいき生活援助サービス」は区研修修了者が行うサービスのため、処遇改善加算はありません。

2 訪問
「訪問型サービス」において、要支援度の変更はないが、状態像が
変化したため、月途中でサービス利用の頻度を週１回から週２回に
増やした場合、報酬請求はどうなるのか。

「予防訪問サービス」「いきいき生活援助サービス」（区独自サービス。A３）とも、回数制のため、実績どおり
に請求します。従いまして、月途中で週１回を週２回に増やして合計６回提供した場合は、「回数単価×６回」と
します。

3 訪問

「いきいき生活援助サービス」を引き受ける事業所はどこか。 訪問型サービスの事業所については、「予防訪問サービス」と「いきいき生活援助サービス」と別々に指定を行っ
ています。
区研修修了者がいる事業所をぜひご利用いただくようお願いいたします。
なお、シルバー人材センターも「いきいき生活援助サービス」の指定事業所で、こちらもご利用いただけます。

【北区介護予防・日常生活支援総合事業】訪問型・通所型サービスに係るＱ＆Ａ　※No欄の網掛け箇所は令和６年度の見直しにより追加・更新したものです。
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No 種別 質問 回答

4 訪問

「標準的な内容の予防訪問サービス」と「いきいき生活援助サービ
ス」の併用を可としているが、具体的にどんな場合を想定している
のか。

「専門職の支援を要しない状態像でかつ生活援助サービスのみを必要とする方」が、月1回だけ通院介助等を必要
とする場合などを想定しています。
この場合では、一つの訪問介護事業所で両方のサービスを提供する場合と、Ａ訪問介護事業所（標準的な内容の予
防訪問サービス）とＢ訪問介護事業所やシルバー人材センター（いきいき生活援助サービス）との併用が考えられ
ます。

5 訪問

週２回の生活援助を必要とする利用者で、月１回通院介助が必要な
場合は生活援助８回＋通院介助１回で計９回利用できるのか。（４
週の場合を想定）

ケアプランで定めた曜日での利用可能回数を上限とするため、本設問においては、原則８回までの利用とします。
例えば、毎週火・木曜日がサービス提供日で４週８回ある場合は、いずれか１回の生活援助サービス利用日を通院
介助に置き換えます（通院介助の曜日は問いません）。結果として、その月は７回の生活援助と1回の通院介助に
なります。
なお、ケアマネジメントの結果、生活援助サービスを通院介助に置換しがたい場合は、例外として、生活援助８回
＋通院介助１回に純増とすることも可能です。この場合「訪問型サービス（週３回）算定確認シート」の作成が必
要となります。
※１週に３回の算定ができるのは、要支援２の方のみです。
※ケアプランの内容が、もともと週３回の方については、超えた分は自費となります。

6 訪問

「標準的な内容の予防訪問サービス」と「いきいき生活援助サービ
ス」の併用ではなく、予防訪問またはいきいきのそれぞれのサービ
スの中で複数事業所を利用することは可能か。

同一サービスにおける複数事業所の利用については、事業所として自立に向けて責任をもって取り組むという観点
から原則として１事業所であることが望ましいと考えます（これまでの介護予防における国の考え方によりま
す）。
従いまして、「必要なサービスを１事業所で提供できない場合」に限り複数事業所の利用を可とします。
「１事業所で提供できない場合」とは、制度開始によりサービス基盤が整わず１事業所では受け入れ困難な場合や
訪問介護員等の手配が困難な場合などです。
この場合において、２事業所まで利用可とします。

7 訪問

「標準的な内容の予防訪問サービス」と「いきいき生活援助サービ
ス」を併用している場合、同じ日に両方のサービスを１回ずつ利用
することはできるのか。「１日１回までの利用とする」制限は、訪
問型サービス全体で１回なのか、それとも各サービス類型ごとに１
回なのか。

サービス類型ごとにそれぞれ１日１回までとなります。
従いまして、１日に「標準的な内容の予防訪問サービス」を２回利用することはできませんが、「標準的な内容の
予防訪問サービス」と「いきいき生活援助サービス」をそれぞれ1回ずつ利用することはできます（それぞれで算
定できます）。
また、訪問介護のように各回のサービスの間に2時間以上の間隔を空ける必要はありません。

8 訪問

本人の状態像からは「いきいき生活援助サービス」が適切と考えら
れるケースだが、遠方など区外のため同サービスを実施する事業所
がなく「生活援助中心の予防訪問サービス」を選択する場合、ケア
プランにはどのように記載するのか。

ケアプランには生活援助中心の予防訪問サービスと記載のうえ、サービス担当者会議で報告を行い、Ｅ表（別紙）
にその旨記載します。

9 訪問

複数の要介護高齢者等（要支援者含む）がいる世帯に、１人のヘル
パーが週１回（または週２回）掃除を行っている場合の算定につい
て。

１　複数の要介護認定者がいる場合、国においては「生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を振り分
　　けることができるものとする。」とされています。
２　一般的な考え方としては、掃除においては、夫分、妻分と区別できるものではないと考えられるため、以下
　　のとおり、夫婦で振り分けすることが妥当と考えられます。
　　例①週１回で４週ある月の場合の請求例（同じヘルパーによるサービス提供）
　　　　　夫（要介護）　第１週、第３週の2回（生活援助３）
　　　　　妻（要支援）　第２週、第４週の２回（予防訪問サービス）
　　　　※妻が専門職の支援が必要な方でなかったとしても、専門職が行っている実態に合わせ「予防訪問サー
　　　　　ビス」となります。
　　例②週２回（月、木）の場合の請求例（同じヘルパーによるサービス提供）
　　　　　夫（要介護）　月曜日（生活援助３）
　　　　　妻（要支援）　木曜日（予防訪問サービス）
３　総合事業についても訪問介護と同様に１回あたりの報酬額としているため、要介護者と要支援者、要支援者
　　同士の場合においても、同様の扱いとなります。

10 訪問

通院介助で６０分を超えた場合は自費になるのか。
また、往復で必要な場合の利用者負担はどうなるのか。

１　区独自訪問型サービスの原則は以下の通りとなります。
　〇１回の提供時間が60分を超えた場合は、自費となります。
　〇１日１回を上限とします。１日の上限回数を超えて提供する場合は、自費となります。
２　なお、訪問介護と同様に、事業所の判断により、「往復を一連の行為とみなし１回のサービスとして算定す
　ること」もできます。ただし、事業所にとってはメリットがないため、あくまでも事業所自らの判断によりま
　す。

【事例】
※通院介助の時間には居宅内での準備行為等の時間を含む。

　ケース１　院内介助が認められる場合
　　　　　　⇒院内を含めた１回の利用で算定する。なお、60分を超えた分は自費となる。
　ケース２　院内介助が認められない場合
　　　　　　事業所の判断等により、以下のいずれかの請求が考えられます。
　　　　　　⇒往路、復路のいずれか1回が介護保険の対象となる。標準的な予防訪問サービスの基本報酬２８
　　　　　　　７単位を算定してください。（予防訪問サービスでは提供時間の下限を設けていません。）
　　　　　　⇒一連の行為として合算し、1回分として算定する。
　　　　　　　この場合も、標準的な予防訪問サービスの基本報酬２８７単位を算定してください。

11 訪問

生活援助中心の予防訪問サービス・いきいき生活援助サービスの選
択は本人によるのか。

サービスの選択は、これまで同様、利用者ご本人の希望や心身の状況等に応じたケアマネジメントにより、サービ
ス担当者会議を経て決定します。
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No 種別 質問 回答

12 訪問

①「いきいき生活援助サービス」の実施記録は複写タイプでなくて
もいいですか。1か月ごとに責任者印を押印後のコピーを利用者に
渡す方法でも良いか。

②「標準的な内容の予防訪問サービス」と「いきいき生活援助サー
ビス」を併用の場合、担当はサービス提供責任者になるのか。訪問
事業責任者になるのか。

③「いきいき生活援助サービス」は調理を完成させていけないか。

④「いきいき生活援助サービス」で出来る事と出来ない事につい
て。

①複写タイプか否かは問いません。
例えば、ご質問のとおり、複写タイプとしないで、サービス提供ごとに実施記録を記入・押印した原本を利用者が
当該月中保存し、１か月終了した時点でまとめて責任者が確認及び押印を行ったのちコピーし、その写しを利用者
へ渡すなどの方法でも構いません。

②それぞれの責任者が当該サービス提供について責務を果たしますが、どちらかが行うことが効率的な事項やケア
マネジャーとの連絡調整などについては適宜効率化・共有化を図ってください。
なお、サービス提供責任者は訪問事業責任者を兼務することができます。詳しくは、ＨＰの「北区の介護予防・生
活支援サービス事業」をご覧ください。

③「いきいき生活援助サービス」も従前の介護予防訪問介護の基本的考え方に沿って提供されるサービスです。介
護予防サービス計画において設定された目標等を勘案し、利用者の状態に応じて必要なサービスを介護予防訪問介
護（訪問型サービス）計画に位置づけます。従いましてこれまで同様、「利用者本人ができることは本人が行う」
ことを基本として支援内容を検討してください。

④「いきいき生活援助サービス」は、介護保険制度における生活援助のみ提供するサービスです。生活援助の範囲
については、老計１０号（平成１２年３月１７日厚労省通知。参照）の家事援助によります。
また、介護保険の給付対象となるサービスは「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について（平成12年11月
16日付厚生省通知・老振第76号）」の家事援助によります。
なお、区研修修了者が提供できるサービス内容に限りますので、たとえ生活援助のみであったとしても専門職によ
るサービス提供が必要な方へは、引き続き「生活援助中心の予防訪問サービス」を提供してください。

13 訪問
「いきいき生活援助サービス」には１単位当たりの単価
（11.40）は付ける事が可能か。

１単位当たりの地域区分単価は現行と同様です。
予防訪問サービス・いきいき生活援助サービスの１単位当たりの単価は１１．４０円となります。
また、予防通所サービスの１単位当たりの単価は１０．９０円です。

14 訪問

①「いきいき生活援助サービス」を利用されている方が訪問時に身
体介護が必要になった場合の対応について。

②週３回算定シートについて。すべての利用者について、週３回の
利用が必要と判断した場合にシートの提出は必要か。

①「いきいき生活援助サービス」では、身体介護は出来ません。身体介護による支援の可能性がある方について
は、あらかじめ予防訪問サービスを提供してください。

②週３回の利用をケアプランに位置付ける場合に限り、「訪問型サービス（週３回）算定確認シート」の作成が必
要となります。また、区への提出は必要ありません。

15 訪問

①身体介護のみの日と生活援助のみの日を併用する場合について、
「標準的な内容の予防訪問サービス」、「いきいき生活援助サービ
ス」の併用になると、同一サービス事業者でなくても良いのか。

②「いきいき生活援助サービス」について、６０分以内/回とある
が下限はあるのか。

③「いきいき生活援助サービス」の提供に当たり訪問介護員が公共
交通機関を利用して訪問する場合、契約時に文章で説明すれば利用
者に交通費の負担してもらうことは可能か。

④現行の予防訪問で行っている自立援助支援のために見守り的援助
について、ともに洗濯物を干したり、掃除を共に行ってる家事は専
門職による支援が必要な利用者と捉える事で良いのか。

①「標準的な内容の予防訪問サービス」、「いきいき生活援助サービス」の併用の場合、同一サービス事業者であ
る必要はありません。
また、サービス提供責任者が訪問事業責任者を兼務することができるようになりました。それぞれのサービスに
別々に責任者を置く場合、それぞれが各サービスにおいて責務を果たしますが、どちらかが行うことが効率的な事
項やケアマネジャーとの連絡調整などについては適宜効率化・共有化を図ってください。

②「いきいき生活援助サービス」（６０分以内/回）の提供時間の下限規定はありません。適切なケアマネジメン
トにより自立支援に必要な時間のサービスを提供してください。

③「いきいき生活援助サービス」における交通費の負担については、現行の訪問介護と同様の取扱です。
通常の事業の実施地域内であれば、利用者に別途交通費を請求することは出来ません。
また、通常の実施地域外に居住する利用者に対しては、運営規程等に定め、利用者から同意を得れば、交通費（実
費）を別途利用者に請求することができます。

④老計１０号（平成１２年３月１７日厚労省通知「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」参照）
による「自立生活支援のための見守り的援助」は身体介護に該当します。そのため標準的な予防訪問サービスの基
本報酬２８７単位を算定してください。

16 訪問

「いきいき生活支援サービス」について、内容が「身体介護を一切
伴わない生活援助（掃除、洗濯、調理、配膳等）サービス」とある
が、どこまでサービスを提供すれば良いか。
例えば、通院の同行、買物の同行は可能か。

生活援助、身体介護の区分については、老計１０号（平成１２年３月１７日厚労省通知。参照）によります。従い
まして、通院の同行、買物の同行については身体介護となるため、「いきいき生活援助サービス」ではサービス提
供は出来ません。
なお、北区独自訪問型（通所型）サービスは、介護保険制度のサービスとして、提供するサービス内容に変更はあ
りません。介護保険の給付対象については、「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について（平成12年11月
16日付厚生省通知・老振第76号）」もあわせてご覧ください。

17 訪問

家族と同居者で「買物同行。雨の日、買物代行」はプランとして可
能か。

同居の親族がいる方について生活援助を行う際は、十分に必要性を検討しなければなりません。
なぜ同居家族が行うことができないのか、なぜその内容・時間・回数でサービス提供が必要なのかを、明確にケア
プランに位置づけた上で、サービス担当者会議で最終的な判断をしてください。
また、第三者が見たときに明確な説明が出来るように、決定した経過がわかる記録を残してください。

※「訪問介護サービス提供の考え方について」（ケア倶楽部掲載）のP2「1-4同居の家族がいる場合に提供でき
ないサービス」の「※注意事項」をご参照ください。

18 訪問

身体介護を提供する場合と生活援助のみのサービス両方を行ってい
る場合、請求はすべて予防訪問サービスの287単位で良いか。

基本報酬が標準的な内容と生活援助中心に分かれたため、日によって利用するサービスが異なる場合、その日ごと
に該当するサービスの請求を行ってください。
老計１０号に定義されている身体介護を行っている場合は、「標準的な予防訪問サービス」の基本報酬２８７単位
を算定してください。
家事援助のみを行った場合は、「生活援助中心の予防訪問サービス」の基本報酬２２０単位を算定してください。
令和6年4月改定前に身体介護加算を取っていた方に関しては、「標準的な予防訪問サービス」の基本報酬２８７
単位を算定していただければ問題ありません。

19 訪問
事業所の隣の建物でサービスを行っているが、同一建物減算の対象
になるか。

事業所と同一の敷地内にあるまたは、隣接する敷地内の建物であれば、減算の対象になります。
減算対象の人数によって、減算コードが異なるためご注意ください。

20 訪問

同一建物減算の請求の仕方について。 令和６年３月までは減算済みのコードを使用して請求していました。令和６年４月の改定からは、基本報酬と対象
となる同一建物減算の両方のコードを使用して請求してください。なお、基本報酬が「標準的な予防訪問サービ
ス」と「生活援助中心の予防訪問サービス」に分かれたことに伴い、同一建物減算のコードもそれぞれに対応した
コードがあるためご注意ください。

21 訪問
身体介護加算がなくなったが、訪問介護計画書の作り直しは必要
か。（身体介護加算の文言が入っている）

サービス内容が変わらず「標準的な内容の予防訪問サービス」を提供する場合は、適宜該当箇所を修正し、その経
緯について記録をしてください。またその修正内容についてケアマネジャーと情報連携してください。

22 訪問

今まで専門職がいきいきを行っていたが、予防訪問サービス（生活
援助中心）が新しく加わりサービスの変更になるが、プランの変更
は必要か。

前提としては異なるサービスになるため、プランの変更になりますが、行っている内容に変更がなければ、国の示
す軽微な変更にあたります（目標、サービスが変わらないなど）。そのためプランの変更をする必要はありませ
ん。なお、サービス内容が大きく変わるなどにより、ケアプラン作成の一連の流れを新規に行う場合、初回加算を
算定可能です。
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No 種別 質問 回答

23 訪問

月の途中で要支援1の方が北区内他圏域に転居する。転居後も同事
業所、同サービスを希望しているが、月中、引継ぎができない。本
来、転居後は転居先の地域包括に担当が変わるが、転居月までは前
担当包括が担当し、引継ぎ後、次の月から転居先地域包括の担当で
も良いか。

本人に説明した上、包括間で転居先の包括が担当する時期を決めることは可能です。

24 訪問

週に2回ヘルパーさんを使用している要支援2の方の訪問サポート
について。
週3回使用できる状態の方だが、現在使用している事業所の人出が
足らず、複数事業所利用しても問題ないか。

「必要なサービスを１事業所で提供できない場合」に限り複数事業所の利用を可とします。
「１事業所で提供できない場合」とは、制度開始によりサービス基盤が整わず１事業所では受け入れ困難な場合や
訪問介護員等の手配が困難な場合などです。
この場合において、２事業所まで利用可とします。

25 訪問

４月に報酬改定、６月に処遇改善の改定があるが、重要事項説明書
は２回取り交わす必要はあるか。６月の改定内容を盛り込んでおけ
ば１回の取り交わしで良いか。

重要事項説明書を料金表を含めた形で作っている場合は２回の取り交わしになります。料金表を別紙としている場
合は、その旨を利用者に説明し、説明日時・方法・対象者の氏名を事業者として記録保持しておけば重要事項説明
書の取り交わしは１回で問題ありません。

26 訪問

予防訪問サービスと予防訪問サービス・生活援助の解釈や使い分け
について。
また、使用サービスコードを変更する場合、ケアプランへ位置づけ
ることやサービス担当者会議開催の必要があるかなど、ケアマネの
立場での注意事項について。

ケアプランの内容が老計１０号に記載のある身体介護の場合、「標準的な内容の訪問サービス」になります。ま
た、老計１０号に記載のある見守り的援助の場合も同様に、「標準的な内容の訪問サービス」になります。
また、サービスを変更する場合サービス担当者会議を行う必要があります。利用者に対してどういったサービスを
提供するかをプランに含めてください。

27 訪問

厚生労働省の「介護予防・日常生活支援総合事業に係る第一号事業
支給費の額を市町村が別に定める場合の取扱いについて（周知）」
令和６年３月 15 日では、適切な設定について自治体に求めてい
る。
北区の考え方について問う。

北区独自訪問型サービスにおける単位につきましては、他自治体における実施状況等の情報収集、事業者団体の
方々との意見交換などを踏まえ、庁内外の横断的な検討組織による検討を重ねたうえで区において決定いたしまし
た。
今回の改定では国の報酬改定と合わせたものとしております。基本報酬が身体介護を行った場合と家事援助中心の
サービスを行った場合で分かれ、それぞれの単位が、「標準的な内容の予防訪問サービス」の基本報酬２８７単位
と、「生活援助中心の予防訪問サービス」２２０単位と示されているため、区でもそれぞれ同様としております。
また、60分以内で下限を設けないことで、汎用性を高くしています。

28 訪問
「家事援助が中心の訪問サービス」は、所要時間45分で良いか。 「生活援助中心の予防訪問サービス」（６０分以内/回）の提供時間の下限設定はありません。適切なマネジメン

トにより自立支援に必要な時間のサービスを提供してください。

29 訪問

「いきいき生活援助サービス」について、要支援１の方でも週に３
回サービスを提供することは可能か。

「いきいき生活援助サービス」の限度回数は、要支援１の方は週２回、要支援２の方は週３回が限度です。
また、週３回の利用をケアプランに位置付ける場合に限り、「訪問型サービス（週３回）算定確認シート」の作成
が必要となります。

30 訪問

２人要支援者や要介護者がいる世帯にヘルパーを２人分の生活援助
で入れる時、１人の要支援者（要介護者）のプランで、プランや
サービス担当者会議の要点などに記載すればどちらにもサービス実
施することができるか。２人ともケアマネをつける必要性につい
て。

１人の要支援者（要介護者）のプランに兼ねることはできません。お互いのプランを作成し、サービス内容を記載
してください。生活援助については、要支援者（要介護者）間で適宜所要時間を振り分けることができます。

２－３．生活援助員研修等について

1 訪問

生活援助員研修は無料で受けられますか。修了証はありますか。ま
た、各事業者の実技指導はやりました、という書類等必要ですか。

北区生活援助員研修の受講料は無料です（テキスト代等の実費を頂戴する場合があります）。
修了者には修了証を交付します。
修了者を雇用した後、各事業者において実技指導したことを証する書類の提出は不要です。

2 訪問

①生活援助員研修実施について、何名位の受講を予定しているの
か。費用負担はないのか。今後も継続的に取り組む予定はあるの
か。

②研修取り組みについて、事業所任せにすることなくサービスの質
の向上を図る上でも、北区として研修は取り組んでもらいたい。

①生活援助員研修については、これまで１回の研修で３０名程度が修了しています。
　受講料は無料です（テキスト代等の実費を頂戴する場合があります）。
　今後も引き続き定期的に開催し、北区ニュース等で周知いたします。

②生活援助員研修については、今後も区が主催し継続実施してまいります。
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No 種別 質問 回答

1 通所

要支援２で週２回デイサービスを利用していた方が、月途中に区分
変更（介護申請）等を申請し、要支援１の認定となった場合、週１
回を超える分は自費負担になるのか。

この場合、要支援１の認定有効期間開始日は「申請日」となりますので、申請日以降は要支援１の回数が適用さ
れ、これを超えた分は自費となります。区分変更等を申請する際はご注意ください。

2 通所
新規申請で、要支援２を想定した暫定プランで週２回デイサービス
を利用していた方が、要支援１の認定となった場合、週１回を超え
る分は自費負担になるのか。

この場合、要支援１の認定有効期間開始日は「申請日」となりますので、申請日以降は要支援１の回数が適用さ
れ、これを超えた分は自費となります。区分変更等を申請する際はご注意ください。
新規申請時の暫定プランを作成する際には、ご利用者に十分なご説明をお願いいたします。

3 通所

通所型サービスの類型（予防通所サービス）で定めている提供時間
は具体的にどの時間を指すのか。

各サービス類型で定めた提供時間は、通所介護での報酬区分（３時間以上4時間未満、4時間以上5時間未満、5時
間以上6時間未満等）にあたる時間を指します。
これは現に要した時間ではなく、通所サービス計画に位置づけられた通所サービスを行うための標準的な所要時間
です。なお、送迎時間はサービス提供時間に含まれません。

4 通所

通所型サービスで複数事業所を利用することは可能か。 複数事業所の利用については、事業所として自立に向けて責任をもって取り組むという観点から原則として１事業
所であることが望ましいと考えます（これまでの介護予防における国の考え方によります）。
従いまして、「必要なサービスを１事業所で提供できない場合」に限り複数事業所の利用を可とします。
「１事業所で提供できない場合」とは、制度開始によりサービス基盤が整わず１事業所では受け入れ困難な場合な
どとします。
この場合において、２事業所まで利用可とします。

5 通所

「予防通所サービス」と「介護予防通所リハビリテーション」を、
それぞれ週１回ずつ利用することは可能か。

従前の介護予防通所介護に係る国のＱ＆Ａ（下記）の趣旨を踏まえ、「通所型サービス」（予防通所サービス）と
「介護予防通所リハビリテーション」を同時に利用することはできません。
【参考：国のQ＆A】
介護制度改革ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ vol.78 平成１８年３月２２日
『平成１８年４月改定関係Q&A （Vol.1）について』
（問１２）介護予防通所介護と介護予防通所リハビリテーションを、それぞれ週１回ずつ利用する等同時に利用す
ることは可能か。
（答）地域包括支援センターが、利用者のニーズを踏まえ、適切にマネジメントを行って、計画に位置づけること
から、基本的には、介護予防通所介護と介護予防通所リハビリテーションのいずれか一方が選択されることとな
り、両者が同時に提供されることは想定していない。

6 通所

通所サービスで鍼灸行為をしてもよいか。厚生労働省は、通所介護
事業所で鍼灸師が鍼灸行為をしてもよいと回答したが、北区の見解
は。

ケアプラン・通所介護計画に明確に位置付けられた機能訓練として、はり師又はきゅう師の資格のある方が行うの
であれば可能ともいえます。
しかし、区としては、そもそも鍼灸行為を通所介護事業所で実施する必要性が認められるものなのか、ケアプラン
や通所介護計画への位置づけが難しいと考えております。なお、東京都に照会したところ、東京都も同様の見解で
す。

※はり師・きゅう師を機能訓練指導員として配置する場合は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、
柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導
に従事した経験を有する者に限ります。

7 通所

①支援２であっても週１回のみの通所で問題ないか。
＊支援２の週２回は実施しない

②笑顔で長生き調査(基本チェックリスト）では病歴・主治医等が
分からず、また、現在の病状に対する注意事項も判明しないが、実
際に通所されるまでには主治医の意見書に相当するものをケアマネ
等が入手するとの認識で問題ないか。
*上記の事が分からないと各事業所において対応・対処方法を行え
ず、救急搬送する場合、救急員に何も伝える事が出来ない。
　主治医の意見書に相当する内容が判明しない場合は、受入れをお
断りすることは可能か。
＊何かあった場合、対処に困惑すると想定。

①適切なケアマネジメントによりケアプランに週１回と位置付けられたのであれば問題ありません。要支援２の方
は週１回または週２回のサービス利用が可能です。

②北区の事業対象者の方は、認定更新申請を行わず「笑顔で長生き調査（基本チェックリスト）」により該当した
方です。このため、認定申請を必要とするほどの心身等の状況の変化がない方が想定されますので、直近の主治医
意見書等で一定の情報を得ることが可能と考えます。また、ケアマネジャーからの聴取やサービス担当者会議等で
の情報共有等において必要な情報を取得してください。
なお、本人や家族からの聞き取りについても万全を期してください。

8 通所

①北区在住の要支援者が他区の地域密着型通所介護を新規利用する
ことは可能か。

②なぜ「利用者の希望により送迎を希望しない場合」は減額されな
いのか。

③送迎なく自宅デイの往復時に不慮の事故が発生した場合、事業所
に過失を問われることはあるのか。

④送迎なしの場合はどのような契約の仕方になるのか。

①地域密着型通所介護は、「要介護」の方を対象とする原則区民の利用に限定した地域密着型サービスです。
一方、「要支援」の方へのサービスは、総合事業（予防通所サービス）での提供となります。
　現在実施している総合事業（予防訪問（通所）サービス、いきいき生活援助サービス）については、区内区外問
わず、すべての事業所がＡ３、Ａ７としての指定申請が必要です。

②北区独自通所型サービスにおける送迎の考え方は、従来と変わりません。ただし、利用者の希望等によって送迎
しないことを可としています。

③④利用者の希望により送迎しない場合は、責任の所在を契約書等に記載のうえ利用者に十分に説明しておくこと
が必要です。また、行き帰りにおける安全確保の方法を利用者と一緒に検討し、その経路を把握しておくことが望
ましいと考えます。

9 通所

「北区独自通所型サービス」における単位は、どのような経緯を経
て単位設定されたのか。

「北区独自通所型サービス」における単位につきましては、他自治体における実施状況等の情報収集、事業者団体
の方々との意見交換などを踏まえ、庁内外の横断的な検討組織による検討を重ねたうえで区において決定いたしま
した。
現行の一回当たり単価を基に、サービス提供の実態を踏まえ、「予防通所サービス」では入浴介助加算を分離した
単価設定といたしました。

10 通所

①予防の場合は生活機能（運動器機能、口腔、栄養）など取り組む
が、なぜ入浴加算を新設したのか。

③入浴介助加算は手浴や足浴で加算算定は可能か。

①「北区独自通所型サービス」の構築にあたっては、サービス内容に応じた報酬体系といたしました。
このため、入浴については従来基本報酬に含まれておりましたが、実施の有無に差異があったため、基本サービス
費から分離し加算項目といたしました。また、実態に即して算定いたしますので、入浴設備がない事業所では入浴
介助加算は算定できません。

③利用者の自立生活を支援する上で最適と考えられる入浴手法が、部分浴（シャワー浴含む）等である場合は、算
定可能です。なお、清拭は算定不可となります。

11 通所 事業継続計画（BCP）、高齢者虐待防止措置は届出の必要性につ
いて。

届出を出していただかないと減算になるため、提出をお願いいたします。

12 通所
運動機能向上加算がなくなったが、体力測定および届け出の必要性
について。

運動機能向上加算は基本単位に内包されたため、これまで通りやっていただきたいという主旨の改正になります。
なお、届け出は不要です。

13 通所

一体的サービス提供加算の算定要件について。 「栄養改善サービス」と「口腔機能向上サービス」を実施しており、２つのうちいずれかのサービスを行う日を１
月につき２回以上設けていることが要件です。なお一体的サービス提供加算を算定する場合、栄養改善加算、口腔
機能向上加算は算定できませんのでご注意ください。

３．通所型サービスについて

２－４．通所型サービスの利用について
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No 種別 質問 回答

14 通所

要支援２の利用者で、週に２回サービスを受ける方で、1日キャン
セルした場合の振替について。

週２回の規定が要綱上明記されていますが、これは週の初回利用日を週の初日として考え、その日から一週間が振
替可能な期間です。
（例）要支援２で火、木の週２回サービスを利用の方で,木曜をキャンセルした場合
　　　火曜が週の初回利用日であれば、火曜から月曜までが１週と捉える。
　　　このため、木曜をキャンセルした場合は、月曜までに振り返ることは可能ですが、
　　　火曜以降には振替不可となります。

15 通所
週に1回のサービスを受けている方の振替について、同じ週の振替
でなければいけないか。週２回になる週があっても良いか。

週2回の利用はできません。同じ週の中で振替をお願いします。

16 通所
もともと要介護の方が要支援になったが、家族やケアマネから実費
で構わないため、時間の延長をしたいといった場合、延長すること
は可能か。

時間を延長した分の費用は10割負担となるため、両者の合意があれば延長することは可能です。そのため利用者
に十分な説明を行ってください。

17 通所
送迎時間が長いため、利用する事業所を変更したいと言われている
場合、月の途中で変更してもよいか。

月の途中であっても、変更は可能ですが、ケアプラン上の１週における上限回数を超えないように注意してくださ
い。

18 通所

予防通所サービスの口腔機能向上加算等について。
１．基本チェックリストのすべて該当はなく本人がプログラム参加
を希望する場合や算定期間など算定に関する条件や注意事項。
2．新規追加する場合、ケアプランの文面に位置付けることやサー
ビス担当者会議開催の必要性について。

１.口腔機能向上連携加算は、口腔機能が低下している利用者またはそのおそれのある利用者に対して、口腔機能
の向上を目的として行います。算定要件は、介護保険の通所介護同様となります。

２．新たに加算を追加する場合、介護予防サービス・支援計画表のサービス種別の欄に記載をお願いします。サー
ビス担当者会議については軽微の変更にあたるのであれば、行う必要はありません。利用者に合わせて判断してく
ださい。

19 通所
口腔機能向上加算を算定する場合、サービス担当者会議をサービス
提供前に行う必要性について。

本来であればサービス提供前にサービス担当者会議をやっていただくことが望ましいですが、当月中であれば問題
ありません。

20 通所

北区の単位数について、他区と比べどう考えているか。 北区独自通所型サービスにおける単位については、他自治体における実施状況等の情報収集、事業者団体の方々と
の意見交換の実施などを踏まえ、庁内外の横断的な検討組織による検討を重ねたうえで区において決定いたしまし
た。
区としては、サービスの使用回数と個人負担、保険給付との関係では、現在の算定方法の方が適正なものになると
考えています。

21 通所

運動器機能向上加算が基本単位数に内包されましたが、運動器機能
向上加算の算定要件は今後も満たす必要があるか。

運動器機能向上加算は基本報酬に内包されたため、これまでと同様、必要に応じたサービスの提供をお願いしま
す。今まで加算を取得するために作成していた運動器機能向上計画書などについては必要ありません。

22 通所 運動機能向上加算の書類作成の必要性について。 これまで加算を算定する際に作成していただいていた運動器機能向上計画書などは作成する必要ありません。

23 通所 すでに役職を兼務している管理者が、近所の他事業所の管理者の職
務に従事することは可能か。

管理上支障のない場合は、他の職務に従事、または他の事業所、施設等の職務に従事することができます。

24 通所

通所サービスに必須の運転業務の安全講習に対して、処遇改善加算
金を充てることは可能か。

処遇改善加算は、介護職員の賃金改善が目的のため、運転業務の安全講習に対しては充てることはできません。
賃金改善については、直接介護に従事していない職員についても、新加算等の算定対象となるサービス事業所等に
おける業務を行っていると判断できる場合には、賃金改善の対象に含めることができます。その他詳しいものにつ
きましては、介護職員等処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について及び、
介護保険最新情報「介護職員等処遇改善加算等に関するQ&A」をご参考ください。

25 通所

認定結果が軽くなった場合の基準日について。 基準日については、介護保険法によって定まっています。
要介護および要支援の区分変更となった場合、申請日が基準日となります。介護保険法第２７条第８項、第３２条
第７項を参照ください。そのため、区分変更等を申請する際はご注意ください。
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